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飯綱町集落振興支援基本条例（抜粋） 

第１条 この条例は、飯綱町集落の振興について、町の責務と町民の役割を明らかにするとともに、

集落の振興に関する施策の基本となる事項を定めることにより、集落の振興を総合的に支援し、も

って、集落機能を強化し、町民誰もが各集落で、いつまでも暮らし続けられる地域社会の実現を図

ることを目的とします。 

第２条 この条例において、集落とは町民生活の基礎単位である各区及び各組並びに町長が認める行

政を単位とした区域をいいます。 

第３条 町が支援する集落振興は、次に掲げる事項を基本理念として行わなければなりません。 

(１) 集落の振興は飯綱町総合計画の理念に基づき地域住民等との「協働」を基本とし、活動の

展開が図られること。 

(２) 集落の振興は地域全体の問題として、特に地域を支える女性や若者等多様な主体者の協力

の下、持続的な取組が図られること。 

(３) 地域住民が将来にわたって安心して、生き生きと暮らし続けられるようにすること。

第４条 町は、町民誰しもが各集落で、安心していきいきと暮らせるよう、集落の振興を支援する総

合的施策を計画的かつ持続的に実施しなければなりません。 

第５条 町民は、町がこの条例に基づき実施する施策に協力するよう努めるものとします。 

２ 町民は、自主的かつ主体的に集落の振興を図るよう努めるものとします。 

第６条 町は、集落の振興を支援する施策の策定及び実施に当たっては、次に掲げる事項を基本とし、

各種の施策相互の連携を図りつつ、総合的かつ計画的に行わなければなりません。 

(１) 集落の自然環境を保全すること。

(２) 集落の公益的機能の維持を推進すること。

(３) 集落の個別課題に対応した生活環境の向上を図ること。

(４) 集落における遊休荒廃地対策を図ること。

(５) 集落の産業の振興を図ること。

(６) 集落の高齢者が生き生きと暮らせる施策を推進すること。

(７) 集落における空き家対策も含め、定住促進を図ること。

(８) 集落を超えた連携を推進すること。

(９) 集落の振興に資する自主的かつ主体的な取組を支援すること。

(10) 集落の課題を住民とともに調査研究すること。

第７条 町長は、前条に定める指針にのっとり、集落の振興を支援する施策を総合的かつ計画的に推

進するため、集落の振興を支援する施策の取組を「集落支援プログラム」にまとめ、毎年度、議会

に報告するとともに、町民にこれを公表しなければなりません。 

第８条 町長は、毎年、「集落支援プログラム」の実施結果、成果や課題等について議会に報告し、

これを公表しなければなりません。 

第９条 町は、集落の振興を支援する施策を策定し、及び円滑に実施するため、職員の地域担当制等

必要な体制を整備するとともに、財政上の措置その他必要な措置を講ずるものとします。 

第10条 町は、町民の意見及び集落の現状を把握し、集落の振興を支援する施策に的確に反映させる

ために必要な措置を講ずるものとします。 
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○発足の経緯

昭和町の議員定数は 16 名であり，平成 20 年当時，町内の 12 区中 11 区には議員が選出されて

いたが，常永地区の飯喰区だけは議員が不在であった。 

この地区は，平成 12 年から都市計画事業の推進を積極的に進めており，83.4ha を市街化区域に

編入するための県下最大の面的整備（常永土地区画整理事業）の話が持ち上がっており，地域住

民から町や議会に質問や要望が相次いだ。そこで，常永地区の議員5名で平成20年 7月に区の役

員との話し合いの場を設置した。 

この飯喰区で実施した会議が好評で，他地区でも開催して欲しいとの要望が多く出たため，平成

21 年度より全区で開催することとし，現在に至るまで継続している。 

○制度の概要

議会と町内各区との協働事業として位置づけており，区の役員及び区民と，３常任委員会（総務，

教育厚生，産業土木）とで構成されている。各常任委員会が４地区ずつ受け持ち，議会報告も兼ね

た意見交換をしている。 

  寄せられた質問については，議会には執行権がないため，３つに分類して対応。 

① 意見，要望でその場で答えられるもの。

② 答えられない事柄については，持ち帰り調査研究をして区長宛てに文書にて報告。

③ 将来に渡っての政策提案等，については議会で一般質問を実施。

○制度の活用実績

平成 21 年度以降，議員が 12 地区に年１回ずつ出向き，住民との意見交換を行ってきた。井戸端

会議で出された意見・要望は，結果報告書として区長に提出している。結果報告書の一部を「議

会だより」にも掲載している。また，必要に応じて，住民から要望のあった地域の現地視察や議会

の一般質問で当該要望を取り上げるなどしている。

○本制度の今後の課題

・女性や若い世代の参加の増強。

・今後の町づくり計画についての共通した問題提起として議員から意見聴取・交換を行う必要性。

（出典） 

・昭和町議会事務局ホームページ http://www.town.showa.yamanashi.jp/chosei/gikai.php

・昭和町議会事務局資料

・山梨学院大学ホームページ www.ygu.ac.jp/

・「議会改革リポート 変わるか!地方議会(127)大学との連携、住民との意見交換を踏まえて、さらな

る議会改革を : 山梨県昭和町議会」（ガバナンス 128 号 124 頁以下）
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